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知の橋かけ研究モデル：橋渡し人材の支援による知識情報ギャップの可視

化と克服

Knowledge bridging model to visualize and overcome knowledge

information gaps between societal actors with the help of bridging

agents
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　環境問題は、自然と社会の諸要因が地球規模から地域規模に至る多様なスケールで関係しながら生起し、さ

らに政府・自治体・事業者・住民など社会の多様なアクターがステークホルダー（利害関係者）として関与す

るため、科学のみでは解決困難な問題（wicked problem）である。問題の解決を図るためには、特にアク

ター間の知識情報ギャップが阻害要因となる。本発表では、アクター間の知識情報ギャップを可視化し克服す

るための方法論として、ITビジネスにおいて新しい価値を先導するエヴァンジェリストや、レジデント型（地

域共在型）研究者、オープンサイエンスにおけるデータライブラリアン、あるいはサイエンスコミュニ

ケーターといった橋渡し人材が、参加者対話型のワークショップ技法や参加型GIS・オントロジーなどの情報

可視化ツールを活用してアクター間の学び合いと相互理解・相互信頼の醸成を促進する方法論「知の橋かけ研

究モデル」を提示する。ポスターセッション参加者との意見交換を通して、モデルをさらにブラッシュアップ

していきたい。
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　地球環境問題の解決に向けては、先進国のみならず途上国における取り組みも重要とされている。そのた

め、途上国では地域・国レベルでの環境問題への取り組みから、先進国の開発援助等も含めた大規模なプロ

ジェクトが多数みられる。一方で、途上国における環境問題に関わるプロジェクトが地域に与える影響につい

ては情報が少なく、プロジェクト実施地域の生活者の実態がブラックボックスのままに進展している。本報告

では、世界でも周縁地域としてみなされるケニア・牧畜地域における複数の事例を紹介する。そして事例をも

とに、いかに社会との協働を進めることができるのかについて考えたい。
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The modern agricultural prescribed form of the Horchin desert was formed in the middle Qing Dynasty,

and then it developed through 20 century. The increasing or decreasing of farming area, increasing or

decreasing of intensity of agricultural activities, are the direct causative factors for the land use changes in

this region. Consequently, these factors caused quantitative and qualitative changes of grassland and

farming area, being as the most intuitive expression of the Horchin desert land use changes. In this study,

we selectively analyzed farm land changes in Ar-Horchin Banner in recent 60 years using statistical data of

farm land from 1946 to 2013, LANDSAT-5 TM images of 1986, 1996 and 2006, LANDSAT-8 OLI images of

2013; meanwhile, we discussed the driving relationship between the land policy changes and farm land,

and we concluded as below. (1) In recent 60 years, the area of reclamation in the Ar-Horchin has been

gradually northing to high latitude region, and the farm land area has been increased, the scale of farm

land area has been experienced a severe process. (2) From the establishment of Inner Mongolia

Autonomous Region, the principle policies for agriculture, such as “The Land Reform” (from 1947 to

1952) , “The Agricultural Collectivization” (from 1953 to 1977), “The Household Contract

Responsibility System” (from 1978 to 1999), “The Return the Grain Plots to Forestry and Grassland”

(from 2000 to now), have been conducted in the study area. (3) Seen from the result of farm land scale

change coincident with the tightness of agricultural policies in the study area, we considered the level of

economic development, the consciousness of residents for ecological and environmental, agricultural

technologies are also factors that cannot be ignored for land use change in the study area.
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　近年，自然環境の利活用の機会が減少したことで，そのニーズや関心が高まりつつある．例えばその自然環

境の利活用が行われている地域に，東京都八王子市の高尾山があるが，高尾山は観光地として整備された自然

林であり，そのような場での利用と管理の間には多くの課題が存在する． 

　その課題とは，管理者側と利用者側の双方が，森林資源の価値を正しく理解していないために，管理・利用

の制度設計が困難であることが挙げられる．また，社寺林のような自然林の中で森林資源利用がなされている

場合では，社寺林を歴史や文化を感じる場や環境教育，住民交流の場として位置付けられているが，利用者が

生態学的な自然林の価値を理解しているかどうか疑問がある． 

　一方，現在日本では，その多くが自然林である照葉樹林は，人々の利用により破壊され，神社や仏閣などに

わずかに残っているのみである．そのため現在日本では，自然林を保全するためには神社や仏閣などにわずか

に残る社寺林の実態とその利用方法を検討する必要があるといえるだろう．また，九州地方の照葉樹林は，日

本の九州以東の地域における照葉樹林の代表群落・群集で構成されていることから，日本の照葉樹林の縮図で

あるといわれている．ゆえに，日本における今後の自然林の保全を考えるうえでは，九州地方の照葉樹林であ

る社寺林を対象とすることに意義がある． 

　そこで本研究は，福岡県みやま市の清水山に存する，清水寺の社寺林を事例として，森林利用の場と自然林

の分布が重なる地域における，自然林の保全策と適した森林利用方法について考察した． 

　当調査地は，福岡県みやま市の北東部に位置する標高約350mの低山であり，麓に庭園，山の中腹には天台

宗の清水寺がある．寺や展望台，山頂へ，麓の駐車場から複数の山道・車道が整備されており，徒歩はもちろ

ん，自動車でも麓から頂上付近まで移動できる．また，孤立した自然林であるヤブツバキクラス域(

Camellietea japonicae-Gebiet)のミミズバイ－スダジイ群集（Symploco glaucae-Castanopsietum sieboldii
）が社寺林として清水寺周辺に広がる．また，境内の建造物の周辺にはサクラやモミジの植栽もある． 

　本研究の調査方法は，自然林の植生構造の実態を把握するものと，調査地の人々の森林資源利用の実態を把

握するものの二つに分けられる， 

　自然林の植生構造の実態把握の方法は，ライントランセクト法により行った．清水寺の参道を挟む斜面にお

いて，参道と直交するようにラインをとり，そのライン上の植生構造と環境特性を記録した．また，当ライン

は，登山客などが利用する山道とも交わっている．そして得られたデータより，植生構造を把握し，当調査地

において，人為的な影響の有無を検証した．検証方法は，ミミズバイ－スダジイ群集が人為的影響を受けたと

きに種組成が貧化して置き換わる二次林の構造と比較検討する方法である．また，山道や植栽部に隣接した部

分における特徴的な植生構造の有無にも注目した． 

　調査地の人々の森林資源利用の実態を把握する方法としては，主に3つの方法をとった．1つ目は調査地にお

ける，訪問客に対する訪問目的などの聞き取り調査である．2つ目は，清水寺の若住職に対する聞き取り調査

である．ここでは森林資源利用の管理側の実態を調査した．3つ目は，福岡県勤労者山岳連盟に所属する団体

に対するアンケート調査である．調査項目は清水山の訪問経験の有無や，訪問時の目的などである．また，好

む森林のイメージを問う設問を設け，登山客が好む林相の傾向を調査した． 

　調査の結果，自然林の構造は，全体的な植生構造は，種組成が貧化した二次林の構造はほぼ見られず，ミミ
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ズバイ－スダジイ群集に自然林の構造であるといえるであろう．しかし，より細部の植生構造においては，山

道や植栽部に隣接した部分で人為的影響を受けたと思われる構造が存在した． 

　森林資源利用では，様々な利用方法があり，その目的として清水山には自然的価値と文化的価値，登山的価

値の3つの価値があるとした．訪問客の実態としては，登山的価値や文化的価値を求める者が多い傾向にあ

り，自然的価値は間接的に理解される程度であった．管理側としては自然林であることに誇りを持ち，その自

然林が荒れることや，荒れることでの周囲の環境への影響を懸念した． 

　以上より，自然林の適した森林資源利用の方法を考察すると，森林資源利用の目的に，自然林の特性による

自然的価値を付与することが必要だと考える．自然的価値を付与した目的をもって森林資源を利用すること

が，自然林への理解を生み，適切な利用を促すと考えるからである． 

　しかし，人の利用がある以上は何らかの人為的影響は存するだろう．故にその影響を防ぐ具体的な方法

や，影響を受けた後の適切な管理，対処方法をさらに検討する必要がある．
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